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都市再生安全確保計画及びエリア防災計画の策定の促進について（通知） 

 

 平成２４年７月１日に都市再生特別措置法の一部を改正する法律が施行され、都市機能が集

積し、多数の滞在者等が存在する都市再生緊急整備地域においては、官民の十分な連携の下、

大規模地震発生時の滞在者等の安全の確保を図る必要があるため、国、地方公共団体、民間事

業者等の関係者による合意形成を図りながら事業又は事務を実施するための制度として「都市

再生安全確保計画制度（別紙１）」が創設されたところです。 

 国土交通省においては、大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び

主要駅周辺の滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を図るため、地方公共団体及び官民で構

成された協議会を対象として、災害発生時の円滑な退避や物資の提供等のソフト・ハード両面

の対策を総合的に支援する「都市安全確保促進事業（別紙２）」を創設したところです。 

 また、平成２５年１２月には首都直下地震及び南海トラフ地震が発生した場合の被害想定が

公表され、例えば首都直下地震が発生した場合における帰宅困難者は、東京都で約３８０万人

～約４９０万人に上ると想定されており、東日本大震災を教訓として、大規模な地震が発生し

た場合における滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を図ることの重要性が改めて指摘され

ているところです。 

 このような状況に鑑み、都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺において帰宅困難者対策が

必要な地域を抱える地方公共団体におかれましては、大規模な地震が発生した場合における滞

在者等の安全の確保を図るために必要な退避のために移動する経路、一定期間退避するための

施設、備蓄倉庫その他の施設の整備等について記載した都市再生特別措置法に基づく都市再生

安全確保計画又は同計画に準じたエリア防災計画について、鉄道事業者及び大規模ビルの所有

者等の関係機関と連携し、また、隣接駅において生じる帰宅困難者等を考慮し、その策定の促

進に努めて頂きますよう、改めてお願いいたします。今後、地方整備局等を経由し、取組状況

について報告を求めることがありますので、その際はご協力をお願いいたします。 

なお、本通知は、地方自治法第２４５条の４の規定に基づく技術的な助言の性格を有するも

のです。 

また、都道府県におかれましては、貴管内の市町村（政令市を除く。特別区を含む。）の担当

部局に対して、この旨を周知頂くようお願いいたします。 

 

（参考資料） 

 別紙１：都市再生安全確保計画制度の概要 

 別紙２：都市安全確保促進事業の概要 
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